











　周知のとおり，最判平成 24・9・7 刑集 66 巻 9 号 907 頁（以下，А平成 24 年
判決Бという）は，類似事実ИЙ以下，А類似事実Бとは，平成 24 年判決で


































































(4) 笹倉宏紀А判批Б㈶刑事訴訟法判例百選（第 10 版）㈵144 頁（2017 年），146～
147 頁。
(5) 金沢地判平成 25・4・24（LLI/DB: L06850254），東京高判平成 25・7・16 高
検速報（平成 25 年）90 頁（主観的要素の立証も問題となった事例），東京高
判平成 26・3・12（LEX/DB: 25503368），京都地判平成 28・1・12（LLI/DB:
L07150016），仙台地判平成 29・3・10（LEX/DB: 25545586），仙台高判平成
29・8・22（LEX/DB: 25547039）。
(6) 福岡高宮崎支判平成 24・11・1 高検速報（平成 24 年）256 頁，東京高判平成
25・7・16（前掲注（5））（犯人性の立証も問題となった事例），東京地判平成
28・6・14（LEX/DB: 25543711），東京高判平成 29・11・7（LEX/DB:
25549837），東京高判平成 30・1・30 高検速報（平成 30 年）80 頁，仙台地判




























(8) 金沢地判平成 25・4・24（前掲注（5）），東京高判平成 25・7・16（前掲注
（5）），東京高判平成 26・3・12（前掲注（5）），京都地判平成 28・1・12（前掲
注（5））。




















































平成 14・7・18 刑集 56 巻 6 号 307 頁で問題となった傷害致死罪の訴因の記載
（А被告人は，単独又はY及び Zと共謀の上，平成 9年 9月 30 日午後 8時 30

































いても任意性を認め，平成 27 年 9 月 27 日付の警察官調書 1通（乙 28 号証）
及び同年 9月 30 日付及び同年 10 月 15 日付の検察官調書 2通（乙 33 号証，乙
20 号証）を証拠採用している。これらのうち，第 1審判決が事実認定の基礎










































































































実際，同要件に即して検討するとしても，平成 24 年判決及び平成 25 年決定
による厳格な事案の評価を踏まえる限り，本件の場合，類似事実の内容は


















































































(14) 笹倉宏紀А証拠の関連性Б法学教室 364 号 26 頁（2011 年），28 頁注 3。他方，















































































の者がその性格に従って行動したこと（on a particular occasion the person act-














(16) 岩﨑・前掲注（2）339 頁は，英米法の動向を詳細に紹介したうえで，平成 24
年判決につき，А基本的な考え方としては，アメリカの制度に近いといえるБ
とする。
(17) アメリカ法の状況に関する包括的な文献として，David P.Leonard, The New
Wigmore: Evidence of Other Misconduct and Similar Events (2009); Ed-






















(18) Leonard, supra note 17,§12.1, at 687┡694;§13.1, at 704┡705. See also
Kenneth S.Brown ed▆, McCormick on Evidence (7th. ed▆, 2013), vol.I,§
190, at 1045┡1046; Charles A.Wright ＆ Kenneth W.Graham, Jr▆, Federal
Practice and Procedure, vol.XXIIB (2014),§5240, at 145; §5246, at 174┡
175.
(19) Leonard, supra note 17,§8.3, at 493┡506 は，А動機の推認と性格の推認の
区別（The distinction between the motive inference and the character infer-
ence）Бという項目のもと，この問題につき詳細な検討を加えている。


















(21) Id▆, at 701.
(22) McCormick on Evidence, supra note 18,§190, at 1041 n.41. このほか，例













(23) Leonard, supra note 17,§8.5.1, at 525┡526; McCormick on Evidence, su-
pra note 18,§190, at 1042 n.44.


























































































































































性（fairness of the proceedings）Бに与える悪影響を考慮し，当該証拠を排除
(28) イギリス法の状況に関する包括的な文献として，J.R.Spencer, Evidence of




(29) 同法 103 条⑵のいうА同一罪名（same description）Б，А同一類型（same cate-























性格証拠は弱い立証を補強する（bolster a weak case）ために用いられてはな
らないБと判示しており，また，裁判官は，陪審に対し，А性向は関連性の
ある 1つの要素にすぎず，当該事件における他の全ての証拠に照らして（in
(30) R. v. Hanson [2005] E.W.C.A. Crim. 824.
(31) Id▆, para. 7.



























(33) Id▆, para. 18.
(34) Id▆, para. 27.




















(36) Spencer, supra note 28,§§1.25┡1.34, at 9┡13,§§1.66┡1.73, at 24┡28;
Redmayne, supra note 28, 120┡124, 163┡164.
(37) 岩﨑・前掲注（2）339 頁は，平成 24 年判決につき，Аイギリスの制度は，前
科等の類似事実の証明力と弊害とを直接衡量してその証拠採用の可否を決する
というものであり，本判決とは枠組みを異にするといえようБとする。
(38) 吉川崇А判批Б研修 774 号 19 頁（2012 年），30 頁，成瀬剛А類似事実による
立証Б㈶刑事訴訟法の争点（第 4版）㈵154 頁（2013 年），155 頁，佐藤隆之
А判批Б平成 24 年度重要判例解説 184 頁（2013 年），186 頁，川出・前掲注
（12）276 頁，大澤裕А判批Б論究ジュリスト 17 号 226 頁（2016 年），230～










































































































(41) 川出・前掲注（12）280 頁注 11，大澤・前掲注（38）232 頁。























































地下妻支判平成 4・2・27 判時 1413 号 35 頁，広島地福山支判平成 18・8・2 判
タ 1235 号 345 頁，東京高判平成 21・12・21 高検速報（平成 21 年）158 頁。
(45) 吉川・前掲注（38）31 頁。同判決の事案においては，放火事件に関する被告
人の犯人性を推認させる事実として，類似事実以外の他の証拠（被告人の自白
を含む）により，当該放火の発生（平成 21 年 9 月 8 日午前 11 時 50 分頃）か




























(48) 笹倉・前掲注（4）147 頁は，平成 29 年の段階で，А下級審では金築補足意見
に従った例外の運用が行われていくであろうБと予測している。
(74)
84Ё1Ё74
